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ｓ．対消費者電子商取引（ＢｔｏＣ）の内容 

受注取引管理が61.1％と最も多く、次いで広告および販売・在庫管理がともに38.9％となっている。 

 

ｔ．企業間電子取引（ＢｔｏＢ）や対消費者電子商取引（ＢｔｏＣ）を行わない理由 

効果が見えないが37.4％と最も多く、次いで現状維持で手一杯23.5％、開設手段がわからない23.2％

となっている。各企業に応じて、ＥＣの有用性を啓発するとともに、技術支援が必要である。 

 

ｕ．今後１年以内に始める予定のもの 

新たに始める予定は無いが 94.1％と圧倒的に多く、次いで企業間電子取引（ＢｔｏＢ）3.5％、対消

費者電子商取引（ＢｔｏＣ）2.9％となっている。 

 
N = 340
100.090.080.070.060.050.040.030.020.010.0

94.1
新たに始める予定
は無い

2.9
対消費者電子商取
引（BtoC）

3.5
企業間電子取引　
（BtoB）

 

 

N = 18
70.063.056.049.042.035.028.021.014.07.0

5.6技術情報管理　　

27.8顧客情報管理　　

16.7アフターサービス

5.6物流管理　　　　

38.9販売・在庫管理　

0.0生産・在庫管理　

27.8取引決済　　　　

61.1受注取引管理　　

38.9広告　　　　　　

N = 310
40.036.032.028.024.020.016.012.08.04.0

17.4その他　　　　　

2.9
相手先ごとにｼｽﾃﾑ
導入費用がかかる

3.2
相手先ごとに形式
が違うので面倒

23.5現状維持で手一杯

9.7人材が足りない　

23.2
開設手段がわから
ない

6.5費用がわからない

37.4効果が見えない　




